
佐
さとう
藤雅

まさゆき
之

中東・北アフリカ地域委員長
日揮ホールディングス会長

Ａ
を
締
結
し
、
貿
易
・
投
資
に
係
る
各
種
の
制
約
か

ら
解
放
さ
れ
れ
ば
、
ビ
ジ
ネ
ス
上
優
位
に
働
く
こ
と

は
間
違
い
な
い
。

中
東
湾
岸
諸
国
と
の 

戦
略
的
関
係
強
化
が
不
可
欠

　

日
本
が
中
東
湾
岸
諸
国
と
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
通
じ
た

強
固
な
紐

ち
ゅ
う

帯た
い

で
結
び
付
い
て
い
る
こ
と
は
改
め
て
指

摘
す
る
ま
で
も
な
い
。
Ｇ
Ｃ
Ｃ
諸
国
か
ら
、
原
油
の

９
割
超
、
天
然
ガ
ス
の
約
２
割
を
調
達
す
る
な
ど
、

我
が
国
の
社
会
経
済
活
動
は
、
湾
岸
産
油
国
に
支
え

ら
れ
て
い
る
と
言
っ
て
も
過
言
で
は
な
い
。
そ
の
こ

と
を
あ
え
て
強
調
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
の
は
、
ロ

シ
ア
に
よ
る
ウ
ク
ラ
イ
ナ
侵
略
ゆ
え
に
他
な
ら
な
い
。

各
国
は
、
目
の
色
を
変
え
て
、
中
東
を
は
じ
め
世
界

各
地
の
産
油
・
ガ
ス
産
出
国
と
の
関
係
強
化
に
乗
り

出
し
、
資
源
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
巡
る
争
奪
戦
は
激
し
さ

を
増
し
て
い
る
。
現
状
を
放
置
す
れ
ば
、
我
が
国
は

エ
ネ
ル
ギ
ー
の
調
達
に
お
い
て
他
国
に
買
い
負
け
、

国
民
生
活
や
経
済
活
動
に
重
大
な
影
響
が
及
ぶ
事
態

も
想
起
さ
れ
る
。
Ｇ
Ｃ
Ｃ
諸
国
と
の
関
係
強
化
が
急

が
れ
る
ゆ
え
ん
で
あ
る
。

　

ま
た
、
人
口
の
増
加
と
中
間
層
の
拡
大
が
進
む
Ｇ

Ｃ
Ｃ
諸
国
は
、
我
が
国
に
と
っ
て
、
米
国
に
次
ぐ
自

動
車
の
輸
出
先
で
あ
る
ほ
か
、
鉄
鋼
、
自
動
車
部
品
、

原
動
機
、
建
設
用
・
鉱
山
用
機
械
、
さ
ら
に
は
清
涼

飲
料
に
至
る
ま
で
、
数
多
く
の
製
品
の
重
要
市
場
で

も
あ
る
。

　

加
え
て
、
Ｇ
Ｃ
Ｃ
諸
国
は
、
昨
今
、
化
石
燃
料
へ

の
過
度
な
依
存
か
ら
脱
却
し
、
産
業
多
角
化
や
カ
ー

ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
の
実
現
を
目
指
し
、
国
家
主
導

の
取
り
組
み
を
進
め
て
お
り
、
膨
大
な
イ
ン
フ
ラ
需

　

世
界
が
不
安
定
さ
を
増
す
中
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
安
全

保
障
の
重
要
性
が
改
め
て
認
識
さ
れ
て
い
る
。
エ
ネ

ル
ギ
ー
資
源
に
乏
し
い
我
が
国
は
、
価
格
高
騰
や
供

給
懸
念
に
直
面
し
て
お
り
、
原
油
や
天
然
ガ
ス
の
主

要
産
出
国
で
あ
る
中
東
湾
岸
諸
国
と
の
関
係
強
化
は

待
っ
た
な
し
の
課
題
と
な
っ
て
い
る
。
そ
こ
で
、
経

団
連
は
、
２
０
２
２
年
12
月
13
日
、
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ

ア
、
Ｕ
Ａ
Ｅ（
ア
ラ
ブ
首
長
国
連
邦
）、
バ
ー
レ
ー
ン
、

オ
マ
ー
ン
、
カ
タ
ー
ル
、
ク
ウ
ェ
ー
ト
に
よ
っ
て
構

成
さ
れ
る
湾
岸
協
力
会
議（
Ｇ
Ｃ
Ｃ
）と
の
自
由
貿
易

協
定（
Ｆ
Ｔ
Ａ
）交
渉
の
早
期
再
開
を
求
め
る
提
言
を

公
表
し
た
。

中
東
湾
岸
諸
国
は
日
本
の 

Ｅ
Ｐ
Ａ
・
Ｆ
Ｔ
Ａ
の
空
白
地
帯
の
１
つ

　

我
が
国
は
、
こ
れ
ま
で
に
21
本
の
経
済
連
携
協
定

（
Ｅ
Ｐ
Ａ
）・
自
由
貿
易
協
定
を
締
結
し
て
お
り
、
全

貿
易
額
の
約
８
割
、
地
域
的
に
は
、米
国
、Ｅ
Ｕ
、Ａ

Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
、
中
国
、
韓
国
等
主
要
国
・
地
域
を
既
に

カ
バ
ー
し
て
い
る
。
他
方
、
中
東
、
ア
フ
リ
カ
、
ラ

テ
ン
ア
メ
リ
カ
の
メ
ル
コ
ス
ー
ル
は
、
Ｅ
Ｐ
Ａ
・
Ｆ

Ｔ
Ａ
の
空
白
地
帯
と
な
っ
て
い
る
。

　

こ
の
う
ち
、
中
東
湾
岸
諸
国
に
つ
い
て
、
我
が
国

は
、
２
０
０
６
年
に
、
Ｇ
Ｃ
Ｃ
と
の
Ｆ
Ｔ
Ａ
交
渉
を

開
始
し
た
も
の
の
、
そ
の
後
ま
も
な
く
中
断
し
、
既

に
10
年
以
上
が
経
過
し
て
い
る
。
中
国
、
韓
国
、
イ

ン
ド
、
豪
州
、
Ｅ
Ｕ
等
も
同
時
期
に
Ｇ
Ｃ
Ｃ
と
の
Ｆ

Ｔ
Ａ
交
渉
が
中
断
し
た
も
の
の
、
近
年
、
Ｇ
Ｃ
Ｃ
が

Ｆ
Ｔ
Ａ
締
結
に
積
極
姿
勢
に
転
じ
る
中
、
中
国
、
韓

国
、
イ
ン
ド
は
既
に
交
渉
を
再
開
し
て
お
り
、
豪
州

も
再
開
に
向
け
て
国
内
調
整
中
で
あ
る
。
仮
に
こ
れ

ら
諸
国
が
、
我
が
国
に
先
ん
じ
て
Ｇ
Ｃ
Ｃ
と
の
Ｆ
Ｔ

中東湾岸諸国との戦略的関係�
強化を求める
─�日GCC�FTA交渉再開が急務

提
言
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図表　GCC諸国のビジネス環境上の課題例
国 問題点 内容

GCC全般

法制度・規則の不安定性 不透明な制度変更が頻繁に行われ、十分なリードタイムがないため、対応が困難
税制およびその運用のリスク 急に新たな課税や、根拠が不明確な追徴課税が実施される状況

関税 GCCの統一関税は５％（一部例外あり）。他国との競争条件上、関税削減や撤
廃が必要

データ保護規制 各国がデータを自国内に保存し、国外への持ち出しを禁止しており、運用の費
用負担が大

サウジアラビア

Regional Head Quarter 
（RHQ）制度の創設

2024年以降、多国籍企業が政府入札に参加するには地域統括拠点（RHQ）の
設置が必要。早期に詳細情報の開示、制度の緩和・撤廃が必要

サウジ人雇用の強化  
（サウダイゼーション） 一定比率のサウジアラビア人の雇用を義務付け

査証の厳格な要件 査証発行に関して、高額な申請料、事前審査、現地スポンサーが必要等、厳格な
要件あり

UAE

現地人雇用義務および  
就労ビザ発給規制

コロナ禍の影響から、自国民の雇用維持優先の政策。外国人労働者向け就労ビ
ザ発給の規制が強化。専門職種・技能が要求される人材の確保が困難

外資規制 外資規制のさらなる緩和（各首長国間の制度の透明化を含む）、代理店保護法の
撤廃が必要

カタール
第三国インボイス 第三国インボイスに関して、輸出元からの出荷書類やインボイスの発行が必要

となり負担大

夏場のリーファーコンテナ
運用見直し

夏場はリーファーコンテナを求められるが、安定性試験を提出すればドライコ
ンテナの使用を認めるなど、柔軟な対応が必要

オマーン 現地人雇用義務 
（オマニゼーション） 基本給自動昇給・オマニゼーション（オマーン人雇用政策）の緩和が必要

クウェート 通関の円滑化 インボイスなどの貿易書類への領事査証添付の制度や、通関時の第三者機関
による出荷前商品検査制度の廃止が必要

出所：経団連中東・北アフリカ地域委員会アンケート結果（2022年９月）

た
イ
ン
フ
ラ
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
受
注
す
べ
く
攻
勢
を

か
け
る
中
に
あ
っ
て
、
日
本
企
業
は
自
ら
が
誇
る
質

の
高
い
イ
ン
フ
ラ
整
備
を
通
じ
て
、
膨
大
な
イ
ン
フ

ラ
需
要
に
応
え
、
Ｇ
Ｃ
Ｃ
諸
国
の
経
済
成
長
と
社
会

課
題
の
解
決
に
貢
献
し
て
い
く
こ
と
が
期
待
さ
れ
る
。

札
参
加
を
禁
じ
る
方
針
を
外
資
誘
致
策
の
一
環
と
し

て
打
ち
出
し
て
お
り
、
現
地
に
進
出
す
る
多
く
の
日

本
企
業
が
対
応
に
苦
慮
し
て
い
る
。
日
本
企
業
に
よ

る
投
資
を
促
進
す
る
た
め
に
は
、
む
し
ろ
方
針
の
撤

回
が
求
め
ら
れ
る
。

　

さ
ら
に
、Ｇ
Ｃ
Ｃ
諸
国
で
は
、税
制
、通
関
、現
地

法
人
設
立
な
ど
に
つ
い
て
、
不
明
確
な
要
件
を
課
さ

れ
た
り
、
厳
格
で
複
雑
な
手
続
き
を
求
め
ら
れ
る
こ

と
が
あ
る
。
ま
た
、
不
規
則
か
つ
不
透
明
な
運
用
や

恣
意
的
な
制
度
変
更
等
が
散
見
さ
れ
る
な
ど
、
法
制

度
の
安
定
性
に
欠
け
る
状
況
に
あ
り
、
改
善
が
求
め

ら
れ
る
。

　

加
え
て
、
我
が
国
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
安
全
保
障
の
強

化
の
観
点
か
ら
は
、
Ｇ
Ｃ
Ｃ
諸
国
が
エ
ネ
ル
ギ
ー
の

輸
出
制
限
を
導
入
す
る
と
い
う
万
が
一
の
事
態
に
備

え
、
そ
う
し
た
措
置
の
事
前
通
報
・
協
議
な
ど
、
安

定
供
給
に
関
す
る
取
り
決
め
を
Ｆ
Ｔ
Ａ
に
お
い
て
定

め
る
必
要
が
あ
る
。
資
源
国
で
あ
る
豪
州
、
イ
ン
ド

ネ
シ
ア
、
ブ
ル
ネ
イ
と
我
が
国
が
既
に
締
結
し
た
Ｅ

Ｐ
Ａ
に
は
同
様
の
規
定
が
盛
り
込
ま
れ
て
い
る
。
ま

た
、
Ｇ
Ｃ
Ｃ
諸
国
に
は
、
水
素
や
ア
ン
モ
ニ
ア
な
ど

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
原
料
と
な
る
資
源
が
多
く

賦ふ

存ぞ
ん

し
て
お
り
、
我
が
国
が
目
指
す
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ

ー
ト
ラ
ル
の
実
現
に
向
け
た
連
携
に
は
大
き
な
将
来

性
が
あ
る
こ
と
か
ら
、
関
連
す
る
規
定
を
設
け
る
こ

と
も
検
討
す
べ
き
で
あ
る
。
以
上
の
他
に
も
人
の
移

動
の
円
滑
化
、
電
子
商
取
引
の
自
由
化
・
円
滑
化
と

い
っ
た
ビ
ジ
ネ
ス
環
境
の
整
備
が
必
要
で
あ
る
。

　

政
府
は
、
こ
れ
ま
で
も
中
東
湾
岸
諸
国
と
の
協
力

関
係
の
深
化
に
努
め
て
き
た
と
こ
ろ
で
あ
る
が
、
今

次
情
勢
下
に
あ
っ
て
、
取
り
組
み
の
一
段
の
強
化
が

求
め
ら
れ
る
。

要
が
生
ま
れ
て
い
る
。
日
本
企
業
は
、
こ
れ
ま
で
エ

ネ
ル
ギ
ー
、
環
境
、
交
通
、
水
処
理
、
デ
ジ
タ
ル
な

ど
の
分
野
で
様
々
な
イ
ン
フ
ラ
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
実

施
し
、
こ
の
地
域
の
発
展
に
大
き
な
貢
献
を
果
た
し

て
き
た
。
昨
今
、
中
国
や
韓
国
の
企
業
が
、
こ
う
し

Ｆ
Ｔ
Ａ
締
結
等
を
通
じ
て
、 

Ｇ
Ｃ
Ｃ
諸
国
の
ビ
ジ
ネ
ス 

環
境
改
善
を

　

以
上
が
、
今
般
、
Ｇ
Ｃ
Ｃ
諸
国
と
の
戦

略
的
関
係
強
化
を
求
め
、
そ
の
制
度
基
盤

と
し
て
Ｆ
Ｔ
Ａ
交
渉
の
一
刻
も
早
い
再
開

と
速
や
か
な
協
定
締
結
を
要
望
す
る
背
景

で
あ
る
。

　

本
提
言
策
定
に
当
た
り
、
私
が
委
員
長

を
務
め
る
中
東
・
北
ア
フ
リ
カ
地
域
委
員

会
参
加
企
業
に
実
施
し
た
ア
ン
ケ
ー
ト
結

果
に
よ
れ
ば
、
Ｆ
Ｔ
Ａ
の
具
体
的
な
内
容

と
し
て
、
関
税
の
撤
廃
・
削
減
に
対
す
る

関
心
が
極
め
て
高
い
。
Ｇ
Ｃ
Ｃ
諸
国
で
は
、

一
部
の
例
外
を
除
き
、
５
％
の
統
一
対
外

関
税
が
取
ら
れ
て
い
る
現
状
に
対
し
て
、

我
が
国
か
ら
の
実
質
上
全
て
の
輸
出
品
目

に
対
す
る
関
税
撤
廃
を
要
望
し
て
い
る
。

　

ま
た
、
湾
岸
諸
国
で
は
、
歴
史
的
に

様
々
な
外
資
制
限
や
、
若
者
を
中
心
と
す

る
失
業
率
の
高
ま
り
等
を
受
け
た
現
地
人

雇
用
義
務
な
ど
が
課
さ
れ
て
い
る
。
加
え

て
、
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
政
府
は
、
同
国
に

地
域
統
括
拠
点
を
持
た
な
い
多
国
籍
企
業

に
対
し
て
、
２
０
２
４
年
以
降
、
政
府
お

よ
び
関
係
機
関
に
よ
る
調
達
案
件
へ
の
入
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